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１．自動車交通局関係予算総括表
（単位：百万円）

前年度予算額 概 算 決 定 額 対前年度倍率
(A) (B) (B/A)

１．ユニバーサルデザインに基づく誰もが使いやすい公共交通の実現 10,575 10,426 0.99 ※
公共交通移動円滑化事業 1,581 1,570 0.99
バス利用促進等総合対策事業 1,690 1,600 0.95
地方バス路線維持対策 7,203 7,169 1.00
標準データフォーマットを活用したバス総合情報システムの高度化 79 60 0.76
ＮＰＯ等が行うボランティア輸送における運転者に対する人材育成のための教育体制の整備 22 17 0.77
バス・タクシー事業の活性化方策等に関する調査・検討 0 10 -

２．環境対策の推進 3,219 3,206 1.00
低公害車普及促進対策 2,465 2,412 0.98
次世代低公害車開発・実用化促進事業 456 395 0.87
燃料電池自動車実用化促進プロジェクト 215 166 0.77
バイオマス燃料対応自動車開発促進事業 83 83 1.00
自動車分野のＣＯ２排出量評価プログラムの構築 0 62 -
自動車排出ガス性能劣化要因分析事業 0 62 -
重量車排出ガス試験方法に係る国際基準導入調査 0 26 -

３．安全対策の充実・強化 1,264 1,419 1.12
自動車運送事業者に対する監査システムの強化 44 135 3.07
事故を起こした自動車運送事業者に対する指導体制の強化 13 16 1.23
トラック事業者と荷主が協働した安全運行の推進 0 6 -
車両の安全対策 759 657 0.87
リコール制度の着実な運用 448 357 0.80
自動車検査の高度化 0 248 -

４．自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実 5,409 6,068 1.12
自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進 1,409 1,959 1.39
スマートプレートの実用化に向けた調査、普及・啓発 15 20 1.33
自動車事故対策機構による介護料・短期入院助成費の支給 3,280 3,369 1.03
日弁連交通事故相談センターによる相談事業 575 580 1.01
自賠責保険・共済紛争処理機構による紛争処理事業 130 140 1.08

20,467 21,119 1.03

※ 道路局との連携により、上記以外に、道路交通円滑化のためのバス・鉄道共通ＩＣカードに対する総合支援がある。（１８年度概算決定額：3,000百万円）

※ 経済産業省と連携して、上記以外にＥＭＳの全面導入によるエコドライブの推進、タクシー事業のグリーン化の推進及びタクシーの燃費向上に資する装置の開発促進等を実施。

（ＮＥＤＯ（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）のエネルギー使用合理化事業者支援事業等について、運送事業者から３６億円程度応募の見込み。）

備 考事 項

合 計

※



（単位：百万円）

１． ユニバーサルデザインに基づく
誰もが使いやすい公共交通の実現 10,399 10,553 △ 154

（１）公共交通移動円滑化事業 1,570 1,581 △ 11

（２）バス利用促進等総合対策事業 1,600 1,690 △ 90

（３）地方バス路線維持対策 7,169 7,203 △ 34

（４）標準データフォーマットを活用した
 　　バス総合情報システムの高度化 60 79 △ 19

２． 低公害車普及促進対策
2,412
の内数

2,465
の内数 －

　　

（参考）自動車交通局会計別概算決定額

（単位：百万円）

13,328 13,492 △ 164

115,464 261,256 △ 145,792

47,410 47,896 △ 486

△ 154
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自 動 車 交 通 行 政 主 要 施 策

概算決定額（前年度予算額）

単位：百万円

１．ユニバーサルデザインに基づく誰もが使いやすい公共交通の実現

①　公共交通移動円滑化事業

ノンステップバスの導入

乗継利便向上のための広域的な共通ＩＣカードの普及促進

福祉輸送普及促進モデル事業

②　バス利用促進等総合対策事業

③　地方バス路線維持対策

1,170 1,274)( 

1,581)( 1,570
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　バスのバリアフリー化、他モード等と連携したＩＣカードの普及、福祉輸送の普
及等のユニバーサルデザイン施策の推進や地域における生活交通の確保等を通じ、
誰もが使いやすい公共交通の実現を図る。

7,169 7,203)( 
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共通ＩＣカードの普及促進

鉄　　道

鉄道でも！

バ　　ス

ICカード
をかざす
だけ！

異なるバ
ス事業者
間でも！

ICカード
読取装置

乗継割引運
賃制度も！

ステップの高さ、車いすスペース
等について標準仕様化

ノンステップバスの導入促進

バス路線の維持・確保

地方バス路線維持対策

国の役割・ ・
広域的・幹線的なバス路線

        都道府県等と協調して支援/

＜地域協議会＞
　生活交通確保方策を協議・調整

  地方の役割
   その他のバス路線
自治体の判断により維持

地方公共団体に対する地方財政措

福祉輸送の普及促進

車椅子等をそのまま乗せて
輸送できるリフト付き車両

１枚のＩＣカードで・・・



２．環境対策の推進

　地球温暖化や大都市を中心に依然深刻な自動車の排出ガス(ＮＯｘ・ＰＭ)等の環
境問題に対処するため、低公害車の普及・開発の促進等を図る。
　なお、経済産業省等と連携して、自動車運送事業者等による省エネ対策の取り組
みを一層推進する。

①　低公害車普及促進対策

②　次世代低公害車開発・実用化促進事業

③　燃料電池自動車実用化促進プロジェクト

④　地球温暖化対策の推進

⑤　使用過程車の排出ガス対策の高度化 103 0)(     

2,465)( 2,412
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166 215)(   

395 456)(   

自
動
車
分
野
の
　
排
出
量

評
価
プ
ロ
グ
ラ
ム

運送事業者

実効性のある
省エネ計画
の策定

CO2

実際の運行
データ　等

省エネ対策
を反映した
CO2排出量

自動車運送事業におけるCO2排出量を
効果的に削減 市場抜き取り方式による使用過程車の

排出ガス試験を実施

必要な使用
過程車排出
ガス対策を
検討

新車の排出ガス基準の強化

・排出ガス低減技術が高度化
・新車の排出ガスレベルが極小化

使用過程車の
排出ガス性能の
維持対策が
一層重要

○自動車排出ガス性能劣化要因分析事業

○使用過程ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車の新たな排出ガス検査方法の確立

○自動車分野のCO2排出量評価プログラムの構築

　　①車検場における重量ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車のNOｘ検査方法の確立
　　②街頭での走行中車両のNOｘ検査方法の開発

　　省エネ対策
・低公害車導入
・エコドライブ 等

○バイオマス燃料対応自動車開発促進事業

　カーボンニュートラルの特性を有するバイオマス燃料に対
応した自動車の開発促進のため、バイオディーゼル専用車
の試作・評価を行い、対応技術等を明確にする。

低公害車の価格
低減による一層の
普及拡大

離陸効果

国 地方公共
団体等

バス・
トラック
事業者等

補助 補助

CNG自動車

NOx・PMの低減によ
る大気環境の改善

直接効果

低公害車の普及促進

ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝ
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車

次世代ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車

ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ自動車

次世代圧縮天然ｶﾞｽ自動車

公道走行試験等の実施

技術基準等の整備 実用化

次世代低公害車の開発・実用化の促進

地球温暖化対策の推進 使用過程車の排出ガス対策の高度化



３．安全対策の充実・強化

①　自動車運送事業者に対する監査指導体制の強化

②　トラック事業者と荷主が協働した安全運行の推進

③　車両の安全対策

④　リコール制度の着実な運用

⑤　自動車検査の高度化

　自動車交通における交通事故件数及び負傷者数は過去最悪を記録しており、
交通事故防止のための安全対策は緊急かつ重要な課題である。このため、自動
車運送事業者に対する監査指導体制の強化を図るとともに、自動車全般にわた
る安全対策を充実・強化する。
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自動車メーカー等

国土交通省

不具合情報

リコール実施の判断
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リコールの実施

リコールの届出

ユーザー

日常の保守管理

技術的検証の実施

リコール内容の妥当性の確認
回収実施状況の把握

検査法人の検査データ
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安全基準の策定のための調査

（大きさの異なる車両の衝突試験）

大きな車両が小さな車両に衝突した場合
の与える被害を低減するための基準及び

試験法策定のための調査

ＩＴ化による自動車検査情報の活用

運送事業者監査総合情報システム

監査実施 監査結果

監査結果登録監査資料

○○運送

効率的かつ効果的な監
査を実施することにより、
事故の未然防止を図る。

自動車運送事業者に対する監査指導体制の強化 車両の安全対策

リコール制度の着実な運用（リコールの流れ） 自動車検査の高度化

交通安全環境研究所のリコールに係る審査体制の強化

自動車運送事業者に対する監査システムの強化



４．自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実

①　自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進

②　自動車事故対策機構による介護料・短期入院助成費の支給

③　日弁連交通事故相談センターによる相談事業

④　自賠責保険・共済紛争処理機構による紛争処理事業

　自動車ユーザーの利便向上を図るため、自動車保有関係手続のワンストップ
サービス化を推進する。また、交通事故件数及び被害者数の増加に対応するた
め、被害者救済対策の充実を図る。
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主 要 施 策 別 説 明 資 料



概算決定額：１，５７０百万円

① 公共交通移動円滑化事業

標準仕様ノンステップバスの普及の促進

ステップの高さ、車いすスペース
等について標準仕様化

ノンステップバスの普及を拡大

標準仕様採用の効果

・高齢者、障害者を含むバス利用者にとって高い利便性を享受できる

・仕様の標準化により大量定型生産を図り、製造コストが低減される

高齢者、身体障害者等が公共交通機関を利用しやすくするため、標準仕様ノンステップ

バスに補助を重点化することによって、ノンステップバスの普及促進を強力に推進する。

・通常車両価格と標準仕様ノンステップバス
車両価格との差額の１／２を国が地方公共
団体と協調して補助することとする
・標準仕様ノンステップバスに補助を重点化

国の支援

（１） ノンステップバスの導入

○ 外国人観光客が利用しやすい
バス交通の実現に向けた実証実験

○ バスカメラを活用した
バス走行円滑化対策

○ マイカー抑制等とセットでの
バス交通活性化の推進

スムーズ
バス

駅前広場等におけるマ
イカー抑制等とバスの
利便性向上をセットで行
うことによって、バスの
走行環境を改善し、バス
交通活性化を図る。

関係機関・団体等
による協議会

違法走行・駐車車
両の使用者へ通知

前方バスカメラ

ＧＰＳ

撮影

バスカメラを活用し、バス専用・優先レーンに
おける違法走行・駐車車両への警告を行うこ
と等により、バス走行の円滑化を図る。

記憶媒体

広域的に観光地を巡る外国人観光客に
とって、都市を結ぶ高速バスの利用は
極めて困難。

観光推奨バス路線を指定

（実証実験の実施）

・車両やバス停等への
外国語表記

・外国語による
車内放送設備 等

費用の１／３
を国が補助

１．ユニバーサルデザインに基づく誰もが使いやすい公共交通の実現

連絡先：自動車交通局 TEL 03-5253-8111
【ノンステップバスの導入等関係】 旅客課(内線41233)小松崎、高橋
【共通ＩＣカードの普及促進関係】 企画室(内線41152)藤原
【福祉輸送普及促進モデル事業関係】旅客課新輸送サービス対策室

(内線41263)中村、石原

概算決定額：１，１７０百万円



ユニバーサルデザインの実現

（２） 乗継利便向上のための広域的な共通ＩＣカードの普及促進

利用者にとって利便性の高いシームレスなサービス

バスと鉄道相互の共通ＩＣカードを広域的に導入し、乗継利便の向上を図り、
利用者にとって利便性の高いシームレスな公共交通サービスを提供し、ユニバー
サルデザインの実現を図るため、共通ＩＣカードシステムの導入費用の一部を補
助する。

バ ス
鉄 道

ＣＡＲ
Ｄ

ＣＡＲＤＩＣＣＡＲＤ

ICカードを
かざすだけ！

異なるバス
事業者間
でも！

鉄道でも！

１枚のＩＣカードで・・・

ICカード
読取装置

乗継割引運賃
制度も！

ICカードのメリット

・パスケースからのカードの出し入れが不要であり、迅速かつ楽な乗降が可能

（特に高齢者・外国人観光客）

・ポイント制など利用実績に応じた多様な割引や乗継割引が可能

・1枚のカードで各種交通機関を利用可能であり、商業施設との連携も可能

・バスの乗降時間の短縮により、交通渋滞の緩和や環境改善に資する

導入予定

関東（１都６県）などにおいて、バス事業者と民鉄のＩＣカード共通化を、平成１８年

度中に実施。

○道路局との連携により、上記以外に、道路交通円滑化のためのバス・鉄道共通ＩＣカードに対する総合支援が

ある。 （１８年度概算決定額：３，０００百万円）

概算決定額：２５０百万円



利用

申込

利用

申込

（３） 福祉輸送普及促進モデル事業

要介護者や身体障害者等の移動制約者の個別輸送を行う福祉輸送の需要が急増していると
ころであるが、福祉輸送については車両のコスト負担が大きいことや、輸送効率が悪く収益
性も低いことなどから、その普及の伸びが鈍く、急増する需要に充分応えられていない状況
にある。このため、地域の関係者の協力の下に実施される集中的かつ計画的な福祉車両の導
入及び輸送効率の向上に資する共同配車センターの設立等の先進的な取組に対して重点的な
支援を行うことにより、福祉輸送の普及を促進する。

福祉輸送の一層の普及に障壁・需給のミスマッチの存在福祉輸送の一層の普及福祉輸送の一層の普及に障壁・需給のに障壁・需給のミスマッチミスマッチの存在の存在

福祉輸送普及促進モデル事業

要介護者・身体障害者等の移動制約者に対する先進的な交通施策等を行っている地域において、新たに
設置する福祉輸送普及促進モデル地域協議会が福祉車両の導入計画を策定し、関係者の協力の下、集中的
かつ計画的に福祉車両を導入するとともに共同配車センターを設置し、移動制約者の需要に的確に対応す
る等の取組みを行う地方公共団体に対して支援を実施。

福祉輸送普及促進モデル地域協議会

タクシー事業者地方公共団体 ＮＰＯ等 運輸局等

施 策

・福祉輸送の普及促進

・需要と供給のミスマッチの解消

・福祉輸送の普及促進・福祉輸送の普及促進

・需要と供給のミスマッチの解消・需要と供給のミスマッチの解消

配 車

タクシー会社ＮＰＯ等

福祉輸送共同
配車センター

配 車

病院、福祉施設等

輸 送輸 送

移 動
制約者

配車指示

○ 国が指定した福祉車両の導入計画等に基づく福祉車両等の導入に対する

購入支援を実施

・福祉車両に対する補助 （対象：リフト付き・スロープ付き車両）

・共同配車センターの設立補助（対象：センター設備、車載設備）

国の支援(案）

福祉輸送の普及促進福祉輸送の普及促進 ･･ 地域ニーズに対応した福祉輸送の確立地域ニーズに対応した福祉輸送の確立

移 動
制約者

概算決定額：１２４百万円



② バス利用促進等総合対策事業

：１，６００百万円概算決定額

バスの利便性を向上させて、その利用を促進し、自家用車と公共交通

機関のバランスのとれた交通体系を確立することにより、都市における

自動車交通の安全性を向上させるため、バスを中心としたまちづくりを

推進するオムニバスタウンの整備をはじめ、コミュニティバスなどの交

通システムの整備やバスの走行環境改善等バスの利用を促進する事業等

の実施に要する経費の一部を地方公共団体と協調して支援する。

（国と地方の協調補助）・事業内容

事 業 名 事 業 内 容 補助率

オムニバスタウン オムニバスタウン計画を策定し、

整備総合対策事業 これに基づいて事業を実施する場 原則として

合、必要な調査、施設整備等事業 1/3

全体に対して補助

交通システム対策 ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ､ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾊﾞｽﾗｲﾄﾞの導

事業 入等に対して補助 1/4

個別対策事業 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ、PTPS車載機等の 原則として

施設・設備の導入等に対して補助 1/5

調査、実証実験・ 上記事業の一部の調査、実証実験

実証運行事業 ・実証運行事業に対して補助 1/2

【オムニバスタウンの取組み例】

コミュニティバス（静岡市：「こしず」） ハイグレードバス停（盛岡市）

連絡先：自動車交通局総務課企画室
TEL 03-5253-8111（内線41152）藤原



バス路線の維持・確保

国の役割
広域的・幹線的なバス路線について、都道府県と協調し
て支援

地方の役割
その他のバス路線につ
いて、地方公共団体の
判断により維持を図る

生活交通確保対策を講じる地方公共団体に対する地方財政措置の大幅な充実

＜地域協議会＞
○都道府県が主催：都道府県、市町村、運輸局、事業者がメンバー
○生活交通確保方策を協議・調整（地域の実情に応じて効率的な輸送形態を選択）

生活交通確保のための枠組み生活交通確保のための枠組み

・バス事業はモータリゼーションの進展や過疎化の進行により大変厳しい経営状況に
ある。しかしながら、バスは地域住民、特に自らの交通手段を持たない老人や学童等
いわゆる交通弱者にとって必要不可欠な公共交通機関であり、バス路線の維持・確
保は地域住民の足として重要な課題。

・バス事業に係る生活交通確保方策については、国と地方の適切な役割分担のもと、
国は広域的・幹線的な輸送サービス類型について都道府県と協調して支援。

③ 地 方 バ ス 路 線 維 持 対 策

概算決定額：７，１６９百万円

・生活交通路線
・複数の市町村にまたがり、キロ程が１０km以上
・１日の輸送量が１５人～１５０人
・１日の運行回数が３回以上等

＜路線維持費補助、車両購入費補助 国１／２ 都道府県１／２＞

・生活交通再生路線
・生活交通路線を地域の実情に即したより効率的な輸送体系に転換す
る取組

＜路線維持費補助、施設整備費補助、車両購入費補助 国１／２
都道府県等１／２＞

地方バス補助

連絡先：自動車交通局旅客課生活交通対策室
TEL03-5253-8111(内線41252)  小松崎、大澤



バスの利便性向上

④ 標準データフォーマットを活用したバス総合情報システムの高度化

まもなく赤
坂見附です
。丸の内線
に乗り換え
てください。

シームレスなリアルタイム乗換案内情報提供システムの構築

バスロケーション情報に関する標準データフォーマットをさらに普及・発展させるため、シーム
レスなリアルタイム乗換案内情報を提供するシステム構築に向けた課題を整理し、実証を行う。

概算決定額：６０百万円

背景

バス停で降りた後、目的地までどうやって行けばよ
いのか分からない。

降車予定バス停に、あとどれくらいで着くのか分から
ず、不安になる。

どのバス停でどの交通機関に乗換えるのがよいの
か分からない。

降車予定バス停到着の少し前に降
車案内メールを配信

シームレスなリアルタイムの乗換
案内情報提供を実現

ICカードと組み合わせ、利用者の
乗降をリアルタイムに把握し、周
辺施設案内情報等を配信 ユニバーサル

社会の実現

標準データフォーマットの採用により、各社のバスロケ情報を一元的に提供す
ることが可能となったが、この標準データフォーマットを以下のとおり発展・活
用することにより、下図のようにバスの利便性は飛躍的に向上する。

施策内容

上記標準データフォーマットを活用した実証実験の実施

リアルタイムの乗換案内情報提供をするための、バスロケ
に関する標準データフォーマットの拡充

連絡先：自動車交通局総務課企画室
TEL 03-5253-8111（内線41152）藤原



概算決定額：１７百万円

要介護者や身体障害者等の移動制約者の移動手段を確保するためにＮＰＯ等が行っているボラン
ティア輸送において、利用者が安心して利用できる安全な福祉輸送サービスの提供が図られるよう、
旅客輸送の安全確保を含めた良質な輸送サービスを提供できる人材（運転者）を育成するための教
育体制を整備する。

⑤ ＮＰＯ等が行うボランティア輸送における運転者に対する人材育成
のための教育体制の整備

ＮＰＯ等が行うボランティア輸送にかかる問題点

人材育成の体制が不十分

○安全運転に関する知識及び技術が未熟 ○運転協力者等に講習をする講師の不足
○運転に係る講習を実施している団体がごく少数 ○講習内容がまちまち

運転協力者に対する初任研修ｶﾘｷｭﾗﾑ
の策定

対 策

H16
年度

H17
年度

初任研修以後のﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ研修ｶﾘｷｭﾗﾑの作成

H18年度

講師に対する育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの策定

ＮＰＯ等が行う研修及び講師の認証制度の構築

済

○ 運転協力者の質の向上
○ サービスの質の向上

○ 利用者の選択性の向上
○ サービスの質の向上

安心して利用できる安全な福祉輸送の標準モデルの策定

人材育成システムの構築

交
通
エ
コ
ロ
ジ
ー

モ
ビ
リ
テ
ィ
ー
財
団

連絡先：自動車交通局旅客課新輸送サービス対策室
TEL03-5253-8111(内線41263)  中村、石原



⑥ バス・タクシー事業の活性化方策等に関する調査・検討

バス・タクシー事業のさらなる適正化、活性化を推進

ニューサービス

〈バス〉

・コミュニティバス

・運賃の低廉化

・高齢者定期 等

〈タクシー〉

・福祉タクシー

・観光タクシー

・遠距離割引 等

地域のニーズ
に対応した運
行形態、運賃
形態

利用者のニー
ズに対応した
運行形態、運
賃形態

社会問題

〈バス〉

交通空白、過疎地等の生活交通の維持・

確保が急務
〈タクシー〉
繁華街等の客待ちタクシーによる渋滞問
題が深刻

安全管理体制

〈バス・タクシー〉

・事故分析

・運行記録計データの活用方法

・乗務員教育の実施状況

今後の事業のあり方について検討

先進事例を調査し、施策
導入の背景、効果等を把
握、公表

事業者の安全に関する取
り組みなどを把握

サービス、安全に関す
る利用者の評価、認識
を把握

利用者ニーズ

過疎地等の生活交通の維持、
タクシーの交通渋滞等、社会
問題が発生

最近の公共交通機関の事故
発生により輸送安全確保が求
められている

事業者が創意工夫を活かしたニューサービスの提供がされつつある

概算決定額：１０百万円

規制緩和後のバス・タクシー事業の構造変化について調査を行い、①利用者ニーズに対応し
たサービス、 ②社会問題への対応、③安全管理のあり方等について検討し、バス・タクシー事

業のさらなる適正化、活性化を推進する。

連絡先：自動車交通局 旅客課 TEL03-5253-8111
【バ ス 関係】(内線41234)岩淵
【タクシー関係】(内線41242)土肥



大都市地域等における自動車に起因する大気汚染問題は依然として厳しい状況にあることから、
バス・トラック事業者を中心に、ＣＮＧバス・トラック、新長期規制適合バス・トラック等の導入に対す
る補助を行うことにより、低公害車の普及を促進し、大気環境の改善を図る。

① 低公害車普及促進対策

新車の導入

通常車両価格との差額の1/3新長期規制適合バス・トラック

通常車両価格との差額の1/2
ハイブリッドバス・トラック

使用過程車のＣＮＧ車への改造 改造費の1/3

ＣＮＧバス・トラック

補助率補助対象

バス・トラック
事業者等

国 地方公共団体等補助 補助

○低公害車の導入に対する補助

ＣＮＧ（圧縮天然ガス）自動車
ＰＭは排出せず、ＮＯｘは７割以上低減
トラック、バスを中心に普及
ＣＮＧスタンドが必要

ハイブリッド自動車
内燃機関とモーターの２つの動力源
を持つ
新たなインフラ整備の必要がない
ディーゼルを内燃機関とするハイブ
リッドトラック、バスにあってはＮＯｘ・
ＰＭともに減少
乗用車、トラック、バスに普及

国の支援

○ 国が指定したＣＮＧ車導入計画に基づくＣＮＧ車の導入に対して低公害車補助の特例措置
・補助の優先採択

・最低導入台数要件（バス：２台、トラック：３台）の緩和 など

○モデル地域の環境面での先進性を全国的にＰＲ

○ＣＮＧ車普及促進モデル事業

環境対策に関心の高い先進的な地域において、新たに設置するＣＮＧ車普及促進モデル地域協
議会がＣＮＧ車導入計画を策定し、関係者の協力の下、集中的かつ計画的なＣＮＧ車の導入及び
ＣＮＧ車導入に向けた環境整備（ガス料金の引き下げ、ＣＮＧスタンドの使い勝手の向上、環境先
進地域としてのＰＲ活動等）を実施

ＣＮＧ車普及促進モデル地域協議会

ガス事業者地方公共団体 運送事業者 運輸局

概算決定額：２，４１２百万円

２．環境対策の推進
連絡先：自動車交通局 TEL03-5253-8111
【バス車両導入関係】 企画室（内線41152）藤原
【トラック車両導入関係】 貨物課（内線41302）高田



Ⅰ．これまでに開発した
次世代低公害車の実用化促進

試作した次世代低公害車の公道
走行試験等の実施により安全・環
境上の問題点を抽出し、技術基準
の整備等を行う。

② 次世代低公害車開発・実用化促進事業

◎実用化を促進するためには、試作車の実証公道走行試験を
行い、技術基準等の整備を図ることが必要。

◎近い将来実用化が見込まれかつ環境性能に優れた新たな
次世代低公害技術の出現。

独立行政法人交通安全環境研究所を
中核的研究機関として産学官の連携
により下記の事業を実施

Ⅱ．新たな次世代低公害車の開発
促進

近い将来実用化が見込まれ、か
つ環境性能に優れた新たな次世代
低公害車（水素自動車、LNG自動車、
FTD※自動車）の開発を促進するた
め、技術基準の整備等を行う。

＜ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ自動車＞

大都市を中心とした厳しい大気汚染問題を抜本的に解決し、地球温暖化対策に資
するため、排出ガス性能を大幅に改善させ、二酸化炭素の排出量を低減した、大型
ディーゼル車に代替する「次世代低公害車」の開発・実用化を促進することを目的と
して、車両を試作し、公道走行試験を実施する等により技術基準の整備等を行う。

新たな
次世代
低公害車

実用化が
近い次世代
低公害車

水素

ＬＮＧ

＜新たな次世代低公害車＞

＜ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車＞ <次世代ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車＞

ＦＴＤ

※FTD（Fischer-Tropsch Diesel）：
天然ガス、バイオマス等から合成ガス化処理を経て
化学的に合成（FT合成）される軽油状の新燃料

概算決定額：３９５百万円

連絡先：自動車交通局環境課
TEL 03-5253-8111（内線42502）江坂、斧田、堀江



④ バイオマス燃料対応自動車開発促進事業

バイオディーゼル燃料等のバイオマス燃料は、「カーボンニュートラル」の特性を
有し、有効な地球温暖化対策として自動車燃料への利用・普及が期待されている
ことから、バイオディーゼル燃料専用車を試作し、排出ガス・安全・耐久性能評価を
行うことにより、バイオディーゼル燃料専用車が環境・安全面で満たすべき車両側
対応技術等を明確にする。

バイオディーゼル燃料専用車を試作
実車耐久走行試験、排出ガス・安全性試験等を実施

バイオディーゼル燃料専用車が排出ガス性能・耐久性能・
安全性能の観点で満たすべき対応技術等を明確化

バイオディーゼル燃料対応車の
開発・普及促進

○特徴
“カーボンニュートラル”⇒石油系燃料

の代替使用によりＣＯ２削減可能

○課題
環境・安全等への影響が十分に評価
されていない

“カーボンニュートラル”

ＣＯ２を吸収

ＣＯ２
バイオマス燃料

生成

大量普及

③ 燃料電池自動車実用化促進プロジェクト
（燃料電池バスの実用化促進）

大都市を中心とした厳しい大気汚染問題を抜本的に解決し、地球温暖化対策に
資する究極の低公害車である燃料電池バスの早期普及を図るため、独立行政
法人交通安全環境研究所を中核研究機関として、産学官の連携により、燃料
電池バスを運行させ、種々の安全性能・環境性能に関するデータを取得し、
大量普及に向けて燃料電池バスに係る保安基準等を策定する。

公道走行試験の実施

自動車メーカー

事業の委託

旅客運送事業者

車両の提供

独立行政法人交通安全環境研究所
（走行データの取得及び試験結果の評価）

成果報告

燃料電池バス

型式認証の取得
国土交通省

保安基準等の策定

概算決定額：１６６百万円

概算決定額：８３百万円

連絡先：自動車交通局環境課
TEL 03-5253-8111（内線42502）江坂、斧田、堀江

連絡先：自動車交通局環境課
TEL 03-5253-8111（内線42502）江坂、斧田、堀江



⑤ 自動車分野のCO2排出量評価プログラムの構築

自動車運送事業における効果的な省エネ対策の実施を支援するため、車両の種
別、走行地域、実走行データ等の情報に基づき、低公害車の導入、エコドライブの
推進、車両の大型化等の運送事業者による様々な省エネ取組みによるCO2削減の
効果の評価が可能な自動車分野のCO2排出量評価プログラムを構築する。

運送事業者

省エネ施策

・低公害車導入
・車両大型化
・積載効率向上
・エコドライブ

省エネ計画
の策定

荷主

CO2排出量の
少ない輸送
形態の提案

CO2排出削減
量の報告

自動車分野のCO2排出量評価
プログラムの構築

荷物輸送量

燃料消費量

運行管理情報

運送事業者

それぞれの自動車の
実際の走行速度データ

車種別に代表的な
車のCO2排出特性
(速度別・積載量別)

を測定

運送事業者の協力のもと、CO2排出
量原単位のデータベースを構築

車両数
車両の種別
荷物輸送量
走行地域

走行距離・時間

実際の走行
速度データ

車両数、車両の種別、
荷物の輸送量等の情
報をもとにCO2排出量
データーベースから
CO2排出量を算出する
プログラムの構築。
実際の走行データを用
いると、より高精度に予

測が可能。

走
行
速
度
別
・積
載
量
別
・

車
種
別C

O

2
排
出
量
等

デ
ー
タ
ベ
ー
ス

省エネ計画
の策定

省エネ施策
を反映した
CO2排出量

開発したプログラムの活用により、運送事業者による効率的な省エネ計画（ＣＯ２低減方
策）の策定・実施と、荷主に対するＣＯ２排出量の少ない輸送形態の提案等を可能化。

自動車運送事業における省エネ対策を効果的に実施

概算決定額：６２百万円

連絡先：自動車交通局環境課
TEL 03-5253-8111（内線42502）江坂、斧田、堀江



世界統一された試験法を国内に導入

⑦ 重量車排出ガス試験方法に係る国際基準導入調査

国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム(WP29)において、近く重量
車排出ガス試験方法に関する世界統一基準が採択される見込みであることから、
採択後速やかに世界統一された試験法を国内に導入するため、現行の国内試験法
との同等性についての比較調査等を行う。

国連（ＵＮ） 欧州経済委員会（ＥＣＥ）

自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ２９）

排出ガス・エネルギー専門家会議（ＧＲＰＥ）

現行の保安基準における試験法
（JE05走行モード）

世界統一基準(案)における試験法
（WHDC走行モード）

国連における
基準調和の
検討体制

ＷＨＤＣ（重量車排出ガス試験法）
世界統一基準（ｇｔｒ）検討ワーキンググループ

時間(s)

速度
(km/h)

時間(s)

使用過程車の排出ガス性能の劣化防止に必要な対策の検討を行うため、現行の
排出ガス規制適合車を中心に、主に大都市地域において市場抜き取り方式による
使用過程車の排出ガス試験を実施し、通常の使用状況下で排出ガス性能が維持
されていない自動車について、その要因を分析する。

⑥ 自動車排出ガス性能劣化要因分析事業

市場抜き取り方式による
使用過程車の排出ガス試験を実施

排出ガス性能が維持され
ていない自動車について、
その要因を分析

必要な使用過程車排出ガス対策を検討

現行の保安基準と世界統一基準における試験法の同等性を確認

概算決定額：６２百万円

概算決定額：２６百万円

連絡先：自動車交通局環境課
TEL 03-5253-8111（内線42502）江坂、斧田、堀江

連絡先：自動車交通局環境課
TEL 03-5253-8111（内線42502）江坂、斧田、堀江



（１）ＥＭＳの全面導入等によるエコドライブの推進

⑧ 自動車交通分野の省エネ対策に係る経済産業省等との連携

自動車交通分野のＣＯ２排出量は、運輸部門のＣＯ２排出量の約９割を占めて
おり、京都議定書の目標達成を確実なものとするためには、自動車交通分野
の地球温暖化対策を強力に推進していくことが重要であることから、自動車運
送事業者等による省エネ対策の取組みを一層促進するため、下記施策につい
て経済産業省等と連携して推進する。

トラック・バス・タクシーにおいて、エコドライブを計画的かつ継続的に実施するとともに、運行状
況の指導を一体的に行うため、エコドライブ関連機器の導入費用の一部を補助することにより、Ｅ
ＭＳ（エコドライブ管理システム）の導入を図る。

一連の運行状況の評価

データ
○○事業所

運行指導

運行管理者による指導

講習会等

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ講習会等の開催

運行スタート

・運行の目標
値 （急加速の
制限、ｱｲﾄﾞﾘﾝ
ｸﾞｽﾄｯﾌﾟ徹底
等）の設定
・経路選択

急発進・急加速等の防止、
アイドリングストップ装置の活用

加速度オーバー！

警
告
音

運行中

最適な経路選択
→渋滞回避

機器導入

支援事業について、トラック・バス・タクシー事業者等から２６億円程度応募見込み

（２）エコドライブ等に係る講習会等の実施

支援事業について、関係団体等から１億円程度応募見込み

エコドライブについて、以下の取組みを実施する。
①事業者団体等と連携して、運送事業者等に対するエコドライブに係る広報
②運転手及び運行管理者に対する講習会等
③広報、講習会等を踏まえたＥＭＳに係る効果分析

* NEDO（独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構）のエネルギー使用合理化

事業者支援事業（以下、「支援事業」。概算決定額：２５９．７億円）又はエネルギー使用合理
化技術戦略的開発事業（以下、「開発事業」。概算決定額：６２億円）について、以下のとおり
運送事業者等から合計３６億円程度応募の見込み。

連絡先：自動車交通局 TEL03-5253-8111
【エコドライブ関係】 環境課（内線42502）江坂
【タクシー事業関係】 旅客課（内線41202）桒田
【自動車の燃費向上関係】 環境課（内線42502）江坂
【輸送関連機器関係】 貨物課（内線41302）高田



タクシー事業者によるエネルギー使用の合理化への取組を促進するため、デジタル式ＧＰＳ－
ＡＶＭシステム又はタクシー乗場情報提供システム（ＴＩＳ）を導入するタクシー事業者等に対し、
その費用の一部補助を行う。

（車両検索・配車指示）
＜基地局＞

＜ＧＰＳ＞

（利用者からの連絡）

最短距離にある空車タクシー車両の配車

（車両位置情報等
のデータ伝送）

デジタル式GPS-AVMシステム

（４）自動車燃費の向上に資する装置等の開発促進

（５）省エネに資する輸送関連機器の導入促進事業

トラックに設置することにより一定の燃料削減効果が認められる輸送関連機器の購入費用の一
部補助を行い、駐車時のアイドリング等エネルギーの無用な使用・放散を防止し、一層のエネル
ギーの使用の効率化を図る。

省エネ輸送関連機器

省エネ輸送関連機器の設置 燃料使用量削減効果

導入
・蓄熱式マット

・畜冷式ベッドルームクーラー

・エアヒーター

（LPGエンジン）

＜低燃費LPGエンジンシステムの概要＞

走行距離や使用頻度の多いタクシーの燃費向上を図るため、タクシーの低燃費化に資する装
置等の開発（ＬＰＧエンジンの低燃費燃料噴射システムの開発）を促進する。

トラック事業者

（３）タクシー事業のグリーン化の推進

支援事業について、タクシー事業者等から４億円程度応募見込み

開発事業について、関係団体等から３億円程度応募見込み

支援事業について、トラック事業者から２億円程度応募見込み

タクシー乗場情報を
一元的に集約・管理

情報入手

客待ち車両の
少ない乗場へ

空車走行の削減

タクシー乗場情報提供システム(TIS)

×



①　自動車運送事業者に対する監査システムの強化

概算決定額：１３５百万円

　各々に分離している運送事業者監査に関するデータベースを統合して運送事業者監査総合情
報システムを構築することにより、安全対策が不十分な事業者を客観的に抽出するとともに、事
業者毎の重点監査項目を選定し、効率的かつ効果的な監査を実施することにより、事故の未然
防止を図る。

事業者台帳

運行管理者台帳

整備管理者台帳

事故報告台帳

監査

・監査に必要な資料が自動で作成可能
　→監査効率の向上
・現在の事業者情報を把握することが短時間に可能
　→安全対策が不十分な事業者の抽出が可能となり、行政
　　指導が必要な事業者を重点的に監査

監査資料
①事業者台帳
　 ・営業所の位置
   ・車両数
   ・車庫の位置　　等
②処分歴
③苦情
④監査の契機となる書
類
　（１０８条３４・労基通
告）
⑤運行管理者選任届
⑥整備管理者選任届
⑦事故報告書
　　　・

・

監査資料作成
は手作業

監査資料　　　　　　　　　⑤運行管理者選任届
①事業者台帳　　　　 　 ⑥整備管理者選任届
　 ・営業所の位置　　　　⑦事故報告書
   ・車両数　　　　　　　　　・・・
   ・車庫の位置
②処分歴
③苦情
④監査の契機となる書類
　（１０８条３４・労基通告）

シ
ス
テ
ム
完
成

現　　行 運送事業者監査総合情報システム構築後

監
査
ボ
タ
ン
を
押
す

自動で監査
資料を作成

監査対象事業者
の抽出に時間が
かかっている

安全対策が不十分な事業者の排除を推進

３．安全対策の充実・強化
連絡先：自動車交通局総務課安全対策室
TEL03-5253-8111(内線41175) 中谷、関上



リコールシステム
車両故障事故の情
報共有

運輸局

重大事故データベース

全国の運輸局・支局
で事故情報
を活用

　 重大事故データとその再発防止策から構成される重大事故データベースを構築するととも
に、事故報告書の電子申請を可能とすることによって、事故情報の迅速な収集と事故を起こし
た運送事業者に対して再発防止策を効果的に指導する。

○○運送

事故報告書

事故報告書

電子申請

連携

管轄の
運輸支局

オンライン申請
受付システム

内容審査

は従来の流れ

は今回措置

事故報告書の電子
申請が可能となる

入力件数が減少
し業務が軽減

従来のシステムでできな
かった、過去の事故デー
タを参照しながら、現在起
きている事故の再発防止
策を提示

○○運送（株）の交通事故に対する所見

事故概要
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

事故に至った問題点
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

再発防止対策
１．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
２．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
３．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

改善対策
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

再発防止の指導

過去の事故データを検索し、改善対策、
再発防止策を自動で出力

②　事故を起こした自動車運送事業者に対する指導体制の強化

概算決定額：１６百万円

連絡先：自動車交通局総務課安全対策室
TEL03-5253-8111(内線41175) 中谷、関上



【トラックを取り巻く環境】

●事業用トラック事業者数の増加
平成15年度 59,529社 （平成２年度比49％増）
●運賃・営業収益とも低下傾向
平成15年度 運賃指数値94.57（平成６年度100）
営業収益231百万円（-2%超減少傾向・１社平均）

●事業用トラックの交通事故発生件数の増加

平成15年 32,490件 （平成２年比35％増）

貨物輸送の安全の確保が必要

③安全運行に努める荷主のインセンティブ方策の検討

⑤荷主を含めた総合的な安全評価システムの構築に向けた検討

荷主、トラック事業者の関係団体や行政機関により議論するパートナーシップ検討会
を開き、荷主（メーカー等）、元請事業者、下請事業者等のパートナーシップを醸成
する下記の５要素について問題点等を調査分析し、具体的内容を検討する。

②荷主と事業者による先進的な取
組みの検討・実施

④安全運行に関する広報・普及

①荷主と事業者の現実的に協働
可能な取組みの実施

【事故・違反の原因】

・最高速度制限違反
・飲酒時の運転
・過労運転
・過積載
・その他の運転者の操作
ミス・不注意 等

【トラック事業者における安全対策】 【荷主における安全対策】

・運行管理者等による安全確保措置強化
・スピードリミッター装着義務付け
・行政処分の強化
・安全性優良事業所認定制度
・道路交通法改正
・運転者の労働時間に関する告示等

・日本経団連による指針策定
・独禁法特殊指定・改正下請法
・輸送の安全確保阻害行為禁止

荷主 運送委託

元請事業者

下請事業者

運送委託

(一部実運送)

実運送
荷受人

【荷主から荷受人までの物流の構図】

個別の対策のみでなく、パートナーシップ構築により事故防止対策を推進

③ トラック事業者と荷主が協働した安全運行の推進

（安全運行パートナーシップの実現）
概算決定額：６百万円

トラック輸送に係る安全対策を一層推進するため、荷主や運送事業者による個別の
安全施策のみならず、荷主から荷受人に至る物流を一体と捉えた安全輸送を実施する
うえでの問題点を調査分析し、改善方策を検討する。

連絡先：自動車交通局貨物課
TEL03-5253-8111（内線41302）高田



 

平成 16 年中の交通事故死者数は、減少傾向にはあるが依然として 7 千人以上。発生件数及
び負傷者数は、過去最悪。 

 
 

「自動車安全対策のサイクル」を着実に回していくことが必要。 
 

事故実態の把
握・分析

対策の効果評価

自動車安全対
策のサイクル

技術の熟度を踏まえた対策項目の
想定と、事前の効果評価

効果の期待できそうな対策分野の見極め

基準化を目指して調査・研究を進
めるべき対策項目の候補の抽出

個別の対策項目の候補
に係る調査・研究

安全対策の実施

 
 

（１） 車両安全対策の推進のための事故実態の把握・分析及び対策の効果評価 
概算決定額：２０８百万円 

「自動車安全対策のサイクル」を実現するために必要となる基礎的な調査を実施する。 

 
①車両安全に係る審査・検査基準策定等のための事故実態把握 
②事故分析と対策の効果評価を踏まえた車両安全対策のロードマップ策定調査（新規） 
③事故の再現実験による車両安全対策の検討調査 

自動車の安全な運行を確保するため、「自動車安全対策のサイクル」によって、横断的・統一

的な車両安全対策を推進する。 

④ 車両の安全対策   概算決定額：６５７百万円

（１）事故実態

の把握分析及

び対策の効果

評価 

（２）安全基準の策定

（３）ＡＳＶの普及促進

（４）自動車アセスメント

【自動車安全対策のサイクル】 

連絡先：自動車交通局 TEL03-5253-8111 

【事故実態の把握・分析、安全基準策定関係】 技術企画課（内線 42255）久保田 

【先進安全自動車（ＡＳＶ）関係】          技術企画課（内線 42259）田路（とうじ） 

【自動車アセスメント関係】  審査課（内線 42352）石田 



（２） 安全基準の策定のための調査 
概算決定額：３００百万円 

事故実態等を踏まえて、今後、対応すべきものとして抽出された新たな安全対策項目につい

て、近年の自動車関連技術の大幅な進展を踏まえ、具体的な試験方法の開発と基準の策定を

行う。 
１．事故を未然に防ぐための「予防安全対策」： 
①急制動時における倍力装置に係る基準策定のための調査 

 
〈その他〉 
②高齢者の知覚低減等に対応した技術に係る基準策定調査 
③タイヤの安全基準拡充に関する調査（新規） 
④大型車の安全基準拡充のための調査（新規） 
 

２．事故が発生した場合においても乗員、歩行者等の保護を行うための「被害軽減対策」： 
①自動車の歩行者保護性能に係る基準策定のための調査 

 
 
②前面衝突時の乗員保護基準拡充のための調査（新規） 

 
〈その他〉 
③自動車の後面衝突時の乗員保護基準拡充のための調査（新規） 
④自動車の側面衝突時の乗員保護性能に係る基準策定のための調査 

（ブレーキアシスト） 
ペダル踏力が一定の力を超えた場合、これを緊急ブレ

ーキと判断し、当該装置によるペダル踏力のアシストを行

う装置。これにより、少ない踏力で、大きなブレーキ力が

発生し、制動距離の短縮に資する。 
 基準化にあたっては、従来の運転に対する違和感がな

いかなどの安全上のマイナス要因の抽出が不可欠であ

り、これらマイナス要因を踏まえた、有効な基準の検討を

（歩行者の脚部を模擬する試験装置） 
脚部への衝撃を測定する機器につい

て、欧州及び日本で開発されたものの比

較試験等を行い、より事故による生体影

響を反映できる試験方法の検討を行う。 

（大型乗用車が小型乗用車と衝突

した場合の加害性を低減） 
これまでの前面衝突試験方法で

は評価が困難であった車両の大き

さや形状の違いによる相手車両の

乗員への加害性を把握し、基準化

を検討する。 



（３） 先進安全自動車（ASV）技術による安全対策

先進安全自動車（ＡＳＶ）技術の効果についての評価手法を確立し、その手法を用いて効果
評価を実施し、交通事故低減に向けたＡＳＶ技術の普及による安全戦略の策定等を行う。

ASV車両へドライブレコーダーを搭載した
車両での公道試験データの取得

ＡＳＶ車両の効果評価

◆ ＡＳＶ技術の普及による安全戦略の策定；

自律型運転支援システム
（車載システムのセンサー等により
自律的に自車周辺の事象を認識し、

ドライバの運転を支援）

通信技術を利用した運転支援システム
（通信により情報交換等を行い、ドライバからは
見えない事象を認識し、ドライバの運転を支援）

●ＡＳＶ技術の普及による交通事故低減目標を含んだ安全戦略を策定●

各システムの効果評価を行い、各システムの
交通安全体系における役割を明確化

概算決定額：１５０百万円

（評価手法の例）
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衝突速度の区分 km/h

死
者
数
人

被害軽減ﾌﾞﾚｰｷ非装備車

被害軽減ﾌﾞﾚｰｷ装備車

① ＡＳＶ技術の普及による安全戦略策定事業
◆ ＡＳＶ技術の評価手法の確立・評価の実施；

●効果評価を公表することにより、ＡＳＶ技術の普及促進を図る。 ●

〈 その他 〉
② ＡＳＶ技術を活用した大型トラックの車両安全対策に係る調査



（４） 自動車アセスメント事業 
                               

より安全な自動車の普及の促進及び自動車ユーザー等の安全意識の向上 

を図るため、自動車の車種毎の安全性能等をとりまとめ、「自動車アセス 

メント」としてユーザーへ情報提供を行う。 

                      

  

 

 

 

 

    

 
３種類の衝突試験（フルラップ前面衝突試験、オフセット前面衝突試験、側面衝突

試験）による衝突安全性能総合評価の実施、高速ブレーキ試験の実施 

 

○フルラップ前面衝突試験  ○オフセット前面衝突試験  ○側面衝突試験 

 

 

 

 

 

    

○高速ブレーキ試験     ○歩行者頭部保護性能評価試験 

 

 

 

           

 

 

 

チャイルドシートの安全性能評価の実施 

前面衝突時におけるチャイルドシートによる子供の保護性能の評価（前面衝突試験）、

チャイルドシートの誤使用防止対策の評価（使用性評価試験）の実施 

 

 

 

 

 

 

 

アセスメント事業の拡充に向けた調査研究 

○ 側面衝突試験に係る調査研究の実施 

独立行政法人自動車事故対策機構

運営費交付金８，６８９百万円の内数

概算決定額：

安全性能の比較情報を分かりやすく提供 

 

 

自動車の車種別安全性能評価の実施 

 



リコール届出リコール届出

国土交通省

(1)ユーザーからの情報収集

不具合情報の収集

システム

自動車
メーカー

⑤ リコール制度の着実な運用

不具合情報

リコール情報

メーカー情報

新聞、ラジオ等による
広報

リコール制度に関する検討

(1)リコール制度のあり方に関する調査

(2)欧米各国専門家との情報交換

技術的検証

(1)不具合情報及び不具合原因の技術的調査・分析

(2)リコール原因の調査・分析

警察等
関係機関

情報提供情報提供

定期定期報告義務付け報告義務付け

(2)インターネット、自動車雑誌等からの情報収集

(3)高速道路のＪＡＦ調査

（独）交通安全環境研究所

監査の実施監査の実施

強化した情報収集、監査及び技術的検証に係る施策を確実に実施するとともに、交通安

全環境研究所のリコールに係る技術的検証体制の整備等リコールの迅速かつ着実な実施

を図る。

概算決定額：３５７百万円

【自動車不具合ホットラインの設置】
・フリーダイヤル
・２４時間音声受付

平成１８年度より運営費交付金

連絡先：自動車交通局審査課
TEL03-5253-8111（内線42302)平井



 

⑥自動車検査の高度化   概算決定額 ２４８百万円 

ＩＴ等新技術を活用し、自動車検査の高度化を図る。 

 
（１）ＩＴ化による自動車検査情報の活用（新規） 概算決定額  ２０百万円 
新規検査や継続検査でブレーキテスター等の検査結果データや指定整備工場の情報をデ

ータベース化し（検査情報システム）、自動車登録検査情報システム（ＭＯＴＡＳ）や型式

指定自動車緒元データベース等の既存システムと連携した種々の活用方策を検討する。 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

適時、適切な情報を提供 
〔活用例〕・検査情報等をユーザー・整備工場へ提供 

・街頭検査で活用 

・指定整備工場の監査・不正車検の摘発に活用 

・リコールの早期発見や安全基準等の基準策定に活用 

既存のシステムと連携 

検査情報システム 

自動車登録検査情報システム

（ＭＯＴＡＳ） 

型式指定自動車諸元

データベース 

不具合情報データ

ベース 

ユーザー 指定整備工場 街頭検査 

指定整備工場情報 

事故情報 

自動車検査場での検査 

機器検査外観検査 下回り検査

車両画像データ、検査結果 制動力、前照灯光度、排ガス値 車両画像データ、検査結果 

検査法人の検査データ 

設備、検査員、過去の監査状況 

重大事故情報、車両故障事故 

オンラインでデータ入力様々な関連情報を統合 

連絡先：自動車交通局 TEL03-5253-8111 

【検査情報、検査体制、街頭検査関係】   技術企画課（内線 42202）山岸 

【排出ガス検査関係】                  環境課（内線 42502）江坂 



簡易シャシダイナモメータ

エンジンに一定の負荷をかけた状態で自動車の排出ガスを測定

排出ガス分析計

排出ガス

送風機

◎◎

ＮＯｘ等の排出
ガスを測定

 
（２）不正車検防止のための新規検査体制の整備（新規） 

概算決定額 自動車検査独立行政法人運営費交付金の内数 １７５百万円 
不正な自動車検査証取得を防止するため、新規検査の際の荷台の架装状態等画像データ

を全国の車検場と共有するシステムを構築する。 

  
 
（３）街頭検査用機器の開発・調査（新規）         概算決定額  １２百万円 
街頭検査において用いる機器の開発・調査を行う。 
 

 

 

 

 

 

 

（４）新たな排出ガス検査方法の確立 概算決定額  ４１百万円 
使用過程にあるディーゼル車から排出される NOx の検査の導入に向けて、検査方法の
確立を図る。 

 

 

 

 

 

ｶﾒﾗﾍｯﾄﾞ 

 実際に使用する状態と異なる状態で新規検査を受

け、不正に車検証を取得する不正行為を防止するため、

新規検査の際に、自動車の寸法測定に合わせて荷台の

架装状態等の画像データが取得可能な三次元測定器を

２カ年計画で全国の自動車検査独立行政法人の事務所

に配備する。 

路上において使用可能な、携帯性に優

れ、より効率的・効果的な検査を実現す

る街頭検査用機器を開発し、街頭検査項

目の拡充を図る。 
〔主な機器の例〕ヘッドライトテスター、

ランプ類の色度測定器 etc 

①車検場における NOxの検査方法 

簡易シャシダイナモメータを用い

た実走行に近い負荷条件の下で、重

量ディーゼル車の NOx の排出量を
測定する検査システムを試行的に検

査場に配備し、実用性等の確認を行

いつつ、当該システムによる検査方

法の確立を図る。 

②街頭での走行中車両の NOxの検査方法（例：リモートセンシング手法） 

実走行中の自動車から排出され

る NOx量を測定し、街頭検査等で
の使用が可能な排出ガス検査方法

を開発する。 



自動車ユーザーの利便向上と交通事故被害者対策の充実４．

連絡先：自動車交通局管理課

TEL03-5253-8111（内線41415）坂本、酒井

① 自動車保有関係手続のワンストップサービスの推進
概算決定額：１，９５９百万円

自動車の保有に伴い必要となる各種の行政手続（検査・登録、車庫証明、自

動車諸税の納税等）について、国民負担の軽減及び行政事務の効率化等を図る

観点から、ワンストップサービス化の実現が求められており、政府のｅ－Ｊａ

ｐａｎ重点計画に盛り込まれているところである。

、 「 」これまで 内閣に設置された ワンストップサービス推進関係省庁連絡会議

において関係省庁と連携し、実証実験、システム開発等ワンストップサービス

化の推進を図るとともに、平成１６年第１５９回通常国会において必要な法整

備を行ったところである。

（ 、 、 、 ）平成１７年１２月２６日から４都府県 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府

において新車新規登録手続を対象として、ワンストップサービスシステムを稼

動することとしており、今後、全てのシステムを連携させた最終的な総合試験

の実施やヘルプデスクの構築等を行うとともに、ユーザーへの広報活動を行う

こととしている。

平成１８年度においては、稼動したシステムの維持運用を行うとともに、利

便性の向上のためのシステム改良・改善を行い、平成２０年を目標に、全地域

・全手続へワンストップサービスの導入を目指すこととしている。

電子決済

警察署

運輸支局

都道府県税
事務所

行政機関

自動車検査証・ナンバープレートなどの交付

自賠責保険

本人等

　ワンストップ　

サービス・システム

購入者

認証機関認証機関

　個人・法人認証等

車庫証明

自動車税・

取得税納付

保険会社等

検査・登録、

重量税確認

購入

　

（認証登録）

販売店

金融機関金融機関
メーカー

完成検査終了証

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

申請・

納税等

ＩＣカード等
（電子証明書）

電子証明書発行申請
秘密鍵
の生成

市区町村等

民間機関

納車

　

自賠責保険

ワンストップサービス化のイメージワンストップサービス化のイメージ



② スマートプレートの実用化に向けた調査、普及・啓発 
 

概算決定額：２０百万円        

 

 ナンバーの偽変造防止、環境対策・交通渋滞対策等の観点からの自動車

の運行情報の正確かつ効率的な把握等を目的として、現行ナンバープレー

トの情報等をナンバープレート上のＩＣチップに記録した電子ナンバープ

レート（スマートプレート）の実用化を目指す。 

 スマートプレートの活用を促進するためには、国民に対して広く認知・

理解を得るための情報提供等を行うことが必要であることから、その活用

方法等についてセミナー等を開催する。 

 また、実用化に必要なスマートプレートの異常時の対応や情報入力シス

テム、携帯型読取装置等について検討を実施する。 

 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○活用方法等の情報提供 

［現行ナンバープレート］ ［スマートプレート］ 

車両・運行情報提供の例 流入規制の例 

○実用化のための検討 

情報入力システムの検討 

客待ちタクシーによる渋滞緩和の例 

携帯型読取装置等の検討 

連絡先：自動車交通局管理課 

TEL03-5253-8111（内線 41146）坂本、指田 



③ 自動車事故対策機構による介護料・短期入院助成費の支給

自動車事故により重度後遺障害となり、常時または随時介護が必要な被害者に対して、

独立行政法人自動車事故対策機構を通じて介護料や短期入院助成費を支給し、被害者の

保護を図る。

概算決定額：３，３６９百万円

④ 日弁連交通事故相談センターによる相談事業

自動車事故に関する損害賠償に係る紛争に関し、財団法人日弁連交通事故相談セン

ターが無償による法律相談に応じ、必要な指導及び示談斡旋を行う。

概算決定額：５８０百万円

⑤ 自賠責保険・共済紛争処理機構による紛争処理事業

自賠責保険金の支払いを巡って当事者間で紛争が生じた場合に、財団法人自賠責保険・

共済紛争処理機構が公正かつ的確な解決を行うことによって、被害者の保護を図る。

概算決定額：１４０百万円

（財）自賠責保険・共済紛争処理機構

保険会社・
共済団体（組合）

被害者
保険や共済の加入者

連絡先：自動車交通局保障課
TEL03-5253-8111（内線41402）児嶋


